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0． 序
サービス経済化(狭義のサービス部門， あるいは第3次産業の拡大）は,stylised
factsがうんぬんされる程,既に確かめられた事実である。それは， もちろ
ん，いろいろな観点から接近さるべきであるが，本稿の目的は，そのミクロ的
基礎に関する2側面を見ることであり，その問題は次のとおりである。
1． サービス経済化のような産業構造の変化が起るのは，資本制経済のもと
では，より収益性の低い部門から高い部門への資本移動を介してである。従っ
て，サービス経済化が進んでいるからには，サービス部門の収益性が他の部門
に比し高いはずである')。
2． 更に，資本移動は労働力移動を伴っているから，サービス部門の労働条
件は他の部門に比し良いはずである。
これら(大袈裟に言えば仮説)を実際に確かめること，更に収益性の産業間格差
を決定する要因を設定し， どの要因がどの程度効いているかを見ること， これ
が本稿の課題である。
データとしては,NEEDS(マクロ経済)と『法人企業統計』（年報)を並列的に
利用する。これが経済あるいは産業全体について推計されたデータであるとい
＊本稿作成に際し， 1989年度関西大学学部共同研究費を利用した。また，平山健二郎氏
（本学商学部）の助言を得た。記して謝意を表します。計算には, SAS(Statistical
AnalysisSystem)を利用した。
1）この設問は,N.A､バー「製造業とサービス産業の実質収益率」（能勢哲也．森嶋通
夫編『サービス産業と福祉政策』（1987年，創元社）所収）と同じである。但し， そ
こでの収益性は，株式に関するものである。
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う意味では，序文中の「ミクロ的基礎」という言葉は，内容の正確な表現では
ない。
1． 収益性とその決定要因一その1
収益性を定義することから始める。まず次の定義から2)。
営業余剰×100
('） 利潤率＝民間企業資本ストック(1980年価格)×民間企業設備
デフレーター(1980＝100）
国内総生産(1980年価格)×GDPデフレーター×国内要素所得
民間企業資本ストック(1980年価格)×民間企業設備デフレーター
×営業余剰×100
×国内総生産(1980年価格)×GDPデフレーター×国内要素所得
これを，次の4つの要因によって決定されるものと解釈しよう。
1． 資本係数＝民間企業資本ストック(1980年価格)/国内総生産(i980年価格）
2． 相対価格=GDPデフレーター/民間企業設備デフレーター
国内要素所得×100
3． 所得・総生産比率＝国内総生産(1980年価格)×GDPデフレーター
4． 利潤分配率＝営業余剰/国内要素所得
では，実際にこのように定義された収益性の産業間格差と，それに4つの決
定要因がどの程度効いているかを見よう。比較する産業は製造業と狭義のサー
ビス産業,第2次産業と広義のサービス産業(第3次産業)である3)。
図1， 2より，次の2点が明白である。
1． サービス部門(第3次産業)の収益性が，製造業(第2次産業）のそれに比し，
高い。
2． 収益性の格差は， 1970年頃まで拡大し，それ以降縮小している。
2）収益性の定義とデータについて，石倉雅男氏（一橋大学(当時)）の「資本蓄積と利潤
率変動一戦後日本経済を中心として一」（経済理論学会1988年度大会報告）が参考に
なった。
3）第2次産業＝鉱業十製造業十建設業十電気・ガス・水道業，
第3次産業＝卸売・ノj､売業十金融・保険業十不動産業十運輸・通信業十サービス業
2
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3． 収益性の格差と各部門の収益性は，同じように変化している。即ち，収益
性格差が拡大している1970年頃までは，各部門の収益性は上昇し，それ以
降低下している。
第1点が，本稿の設問第1に対する答であり，事実は仮説を支持してい
る。
次に，どの決定要因が， どの程度効いているかを見よう4)。これも図3， 4
より，次のことが明らかである。
1． 資本係数が支配的要因であり， もちろん収益性格差(サービス業(第3次産業）
一製造業(第2次産業))を拡大するよう働いている。
2． 相対価格(GDPラブレーター／民間企業設備デフレーター)は，サービス業(第3
次産業)の収益性に有利に働いている。これは，民間設備デフレーターは，
各産業を通じ共通であるから， サービス業(第3次産業)の生産物価格が製
造業(第2次産業)のそれに比し，上昇していることと同じである。
3． 寄与の程度はともあれ,所得・総生産比，分配率が,サービス産業(第3次
産業)の収益性に有利に働いていることも明らかである。即ち，所得・総生
産比，利潤分配率は，サービス業(第3次産業)において，より高い。
4）但し，各決定要因の寄与の定義は，次のとおり。
今，産業jの収益性を戸，決定要因を同じ順序で"1,2,3,4と書くと,(1)より
〃×篝×"･‘=製造業,ｻｰピｽ業,第2次産業｡第3次産業P=
である。従って，例えば製造業とサービス業の収益性の格差，〆一PMは，
凡sFbsFhs凡M晶班風M
撰一PM=Rs - FIM
＝-(坪-局")雲祭器‘+("-")剛励“j: / FIM
+("-&M)¥'十帆S-FlM)謡"
である。上式右辺の第1項を，資本係数の寄与，他を相対価格，所得．総生産比率，
利潤分配率の寄与と定義する。第3次産業と第2次産業の収益性の格差,F-P2につ
いても同様。
4
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2． 収益性とその決定要因－その2
前節と同じことを，別のデータ(『法人企業統計』（年報))を材料に見てみよう。
ここでは収益性の指標が，既にいくつか考えられている。
収益性＝分子/分母
と定義すれば，分子＝営業利益，当期純利益，分母＝資産，資本，売上高
といった具合である。にもかかわらず， 1節での定義に出来るだけ合わせて，
分子＝付加価値額一従業員給料手当一福利費，分母＝有形固定資産一土地一建
設仮勘定も考慮しよう。さて， まずはこの結果できる次表の組合わせによる
収益性の格差を概観することから始めよう(図5，6参照)。
弓蒄～全之|営業利益| 当期純利益 ’ 付加価値額一従業員給料手当一福利費
資 産
資 本
売上額
有形固定資産
一土地
一建設仮勘定
?????? ?????? ??????
R, R2 R3
図5， 6については，次の2点にだけ注目する5)。
1． すべての収益性について，サービス業(第3次産業)が製造業(第2次産業)を
上回っているわけではない。
2． 1節との比較のため収益性R3に注目すると,サービス業は製造業を下回
り，第3次産業は第2次産業を上回る。
第1点は， ともかく，第2点は，その原因について， もう少し細かく見る必要
を感じさせる。後者の点の原因は，製造業以外の第2次産業におけるa3の低
さか(and/or)サービス業以外の第3次産業におけるa3の高さであるはずであ
る。その産業は，何であろうか？ 図7， 8により，第2次産業の電気，ガス
・水道業におけるR43の低さと(and/or),第3次産業の卸売・小売業における
5）図5と図6を比べるときには，縦軸の目盛の違いに要注意d一後出の図9と図10,図13
と図14,図16と図17についても同様。
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その高さであることが判る6)。
では次に， 1節の収益性に最も近い収益性P43について，その産業間格差を
もたらした要因を見よう。 1節と平行的に，＆3を，
(2)P43=付署筆驍薑蜑菫臺蓋垂蓋辰蕊費
一利潤分配率
資本係数’
ここで，利潤分配率＝(付加価値額一従業員給料手当一福利費)/付加価値額，
資本係数＝(有形固定資産一土地一建設仮勘定)/付加価値額
と解釈し，資本係数と利潤分配率の寄与を計算する7)。図9,10より，次のこ
とが判る。
1． 資本係数は， 2つの比較において，反対方向へ作用している。サービス業
対製造業では，収益性格差(サービス業一製造業)を縮小し，反対方向への格
差を拡大するように，第3次産業対策2次産業では格差(第3次産業一第2
次産業)を拡大するように働いている。
2． 利潤分配率は，サービス業対製造業では影響の方向は不鮮明’第3次産業
対第2次産業では，資本係数に比し，少い程度であるが，格差を拡大する
よう働いている。
3． サービス業対製造業，第3次産業対第2次産業では，収益性格差の方向は
逆転するが，その主な原因は，資本係数である。
6）第2次産業＝鉱業十建設業十製造業十電気業十ガス・水道業
第3次産業＝卸売・小売業十不動産業十運輸・通信業十サービス業
7)(2)より産業jの収益性Pf43をPf43="/坪と書くと'ｻｰｽ業と製造業の収益
性格差a3S-B3班は,
〃-恥磁=祭-謡
＝(呼一届")×-(急")+("-")×(赤）
右辺第1項を届，今の場合，資本係数の寄与，第2項を脇，今の場合，利潤分配率
の寄与と定義する。
9
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それ程，サービス業において，資本係数は他の第3次産業に比して高く，製
造業において，他の第2次産業に比して低い。各産業の資本係数については，
図11,12を参照。
3． 分配率とその決定要因－その1
収益性の産業間格差をもたらす要因として，分配率は資本係数に比し，より
小さい役割しか果していないことを見た。しかし，分配率が，それ自身興味の
対象となりうることは別にしても，次のような観点から見るとき，分配率の産
業間格差とその決定要因を見ることは興味深い。
1． 一般に， ある産業が拡大するとき(今の場合， サービス業（第3次産業))，労
働力も吸引する必要がある。実際，雇用から見ても，産出と同様，サービ
ス経済化は確かめられている。このような労働力移動の基本的条件は，労
働者自身が移動を望むことである。では，彼らは何を指標として産業間を
移動するのだろうか。ここでは，それを貨幣賃金率と想定しよう。ところ
で， より高い貨幣賃金率は， それ自身では収益性に対し， 負の効果をも
つ。従って，収益性の話と合わせると，次のようになる。
サービス業(第3次産業)が拡大しているのだから，そこでは貨幣賃金率はよ
り高く，にもかかわらず他の要因(既に見た資本係数の他に，貨幣賃金率と共に
分配率を決定する価格，労働生産性)が， その負の効果を相殺し，収益性を高
めているはずである。これを確かめる。
2． 実質賃金率とともに分配率を決定する労働生産性は，分配率や収益性を決
定する要因としてだけ注目に値する訳ではない。その上昇は，あらゆる社
会を通じて進歩の指標であるとも限らないが，特定集団の利害にとって重
要であるという以上の普遍的意味を持っている。たぶん，拡大している産
業の労働生産性はより高く，その産業の収益性をより高めるよう働くと同
時に，より労働生産性の高い産業の比重が重くなるから，社会全体の労働
生産性をより高くするよう働く。こうして，資本移動は個別資本の私益，
12
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より高い収益性の追求を経由して，社会全体にとって重要な変数を決定し
ていることになる。これを確かめる。
以上のような観点から，利潤分配率とその決定要因を見よう。
(3)利潤分配率＝営業余剰国内要素所得
－1－
‐'一謡望呈孝誌二壼丙菫票得
これを，次の3要因によって決定されるものと解釈しよう8)。
8）利潤分配率をRS;価格をR貨幣賃金率を砿労働生産性をZ,Pと書くと,(3)よ
DPIS=1-戸み
従って,添字s,〃で産業を区別すると，
既-恥=-=砦§+幾歳
=(WS-脇)(歳封)+(rb-fim)(助跨出）
+(LFb-LFim)(EFz玲凪）
右辺第1項をWの，他をRLPのRSの産業間格差に対する寄与と定義する。
また，各産業の雇用量（年当り）は，
12
Z総実労働時間数×就業者数
月＝1
として計算した。ただし， 「金融・保険業，不動産業」については，就業者の構成を，
GDP(1980年価格）と同率と見倣して計算した。即ち，「金融．保険業， 不動産業｣，
「金融・保険業｣， 「不動産業」の変数を， それぞれ添字FR，F1，REで示すと,
雇用量RF=Z労働時間戯×就業者数慶羅×GD器霊蔬。月
+Z労働時間唾×就業者数諏×GD壼巽岩PRE月
各産業のGDPデフレーターも
GD"GDP(1980年価格）
として計算したが， 「金融・保険業，不動産業」については，
(GDBPI+GDPRE)/(GDBFI(1980年価格)+GDPRE(1980年価格))
として計算した。
しかしながら，総実働時間数を計算に入れない場合，即ち，労働時間が全く同じと
13
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1． 価格=GDPデフレーター
2．貨幣賃金率=雇用者所得/雇用
3． 労働生産性＝国内要素所得/GDPデフレーター/雇用
図13,14より，次のことが判る。
1． 貨幣賃金率，労働生産性は，製造業(第2次産業)がサービス業(第3次産業）
より高い。特に，労働生産性の格差が拡大していることは注目に値する。
2． にもかかわらず， 相対価格がサービス業(第3次産業)に有利に変化するこ
とによって，利潤分配率による格差が生じている。
貨幣賃金率として， もう一つのデーター「現金給与総額」(常用労働者一人月平
均)を見てみよう。この場合,貨幣賃金率は，サービス業(第3次産業)において，
より高い(図15参照)。
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図13分配率格差と決定要因（サービス業と製造業）
想定した場合と比較すると，結果的には， 結論に違いは生じない。 「就業者」の代り
「雇用者」を使っても，同様である。
， 最後に，図13の雇用は，「就業者数｣，図14のそれは，就業者数×労働時間である。
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4． 分配率とその決定要因－その2
前節と同じことを『法人企業統計』（年報)を材料に見てみよう。利潤分配率
を，
(4)利潤分配率＝付加価値額一従業員給料手当一福利費
付加価値額
＝,一従業員給料手当十福利費従業員数
従業員数 ・付加価値額
一'一蟇篶臺讓
ここで,貨幣賃金率=垂業員給料手当十福利費
従業員数
労働生産性-票筆欝
と定義し，その産業間格差と，貨幣賃金率及び労働生産性の産業間格差のそれ
への寄与を計算する9)。図16,17より，次のことが判る。
1． 貨幣賃金率，労働生産性は，いずれの場合も，利潤分配率の格差に不利に
働いている。即ち，貨幣賃金率は，製造業(第2次産業)において，サービ
ス業(第3次産業)より高く，労働生産性も同様である｡
利潤分配率，貨幣賃金率，労働生産性をCS;WiLPと書き，添字s,M,で産業を
区別すると， (4)よりCSの産業間格差は，
GSb-Gs"=-"+"
=(wo")(zgr)+(岻一LFhm)&幾助）
右辺第1項を貨幣賃金率の，第2項を労働生産性の利潤分配率の産業間格差への寄与
と定義する。この場合， 労働生産性は2節のそれ（実物単位） とは違い， 貨幣単位
（円/人）であることに注意しておこう。
9）
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図16分配率格差と決定要因（サービス業と製造業）
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図17分配率格差と決定要因（第3次産業と第2次産業）
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5． まとめ
以上， 2種類のデータを，サービス経済化についてのある観点から見た。そ
の結果を，一覧表にまとめると，次のとおりである。
|嘉蕊蓄菫’第3次産業対第2次産業??????
収益性
貨幣賃金率1
貨幣賃金率2
労働生産性
???? ????
????
収益性
貨幣賃金率
労働生産性
??????
○：予定に沿った結果が得られた場合
×：その他
もちろん， 『法人企業統計』(年報)によるサービス業と製造業の比較の結果は，
次のような意味では，部分的に仮説を支持している。即ち，収益性がより高い
産業では，貨幣賃金率がより高いにもかかわらず，労働生産性がより高いこと
や資本係数がより低いことによって貨幣賃金率の負の効果を相殺している。問
題は，収益性がより高い産業が，サービス業でなく製造業であることである。
最後に，当初のシナリオに沿った結果であるかどうかは別にして，最重要と
思う問題点に言及しておきたい。
1． 資本移動の指標としての収益性，労働移動の指標としての貨幣賃金率の産
業間格差については，各産業内部の状態について，より詳しく見るべきで
ある。本稿で計算した指標が有効である程度は，他の問題点は別にして
も，産業内のバラツキが大きい程，減ずるであろう。そして，産業内のバ
ラツキは成長期の産業(今の場合， サービス業（第3次産業))程大であろう。
2． 収益性の決定要因としての労働生産性は別にして，ある経済の能力の指標
としての労働生産性(＝1/投下労働量)としては，マルクスの用語を使うと,
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｢直接必要な労働」しか考慮しておらず，不適切である。「間接に必要な労
働」も考慮すべきである。そうであっても，拡大しつつある産業の労働生
産性がより低いということは興味深く，それだけ「間接に必要な労働」も
考慮したとき，結果がどの程度修正されるかを見ることは興味深い。
データソース一覧 、
すべて,NEEDS(マクロ経済）と『法人企業統計』（年報，各号）から採った。以下，
変数毎に示す。
（1）利潤率について
国内総生産（1980年価格)，国内要素所得，営業余剰は，「経済活動別国内総生産および
要素所得」より。
民間企業資本ストック（1980年価格）は，「民間企業資本ストック」（原数値，取付ベー
ス）より。但し， 1955-70年については，『季刊国民経済計算』（昭和63年度第2号,No.
79,昭和63年10月，経済企画庁国民所得部）を参照した。
民間企業設備デフレーターは， 「総資本の構成（制度部門別)」より。
GDPデフレーターは,「経済活動別国内総生産」より。または,(国内総生産（名目)/国
内総生産（1980年価格))×100として計算。
(2)利潤率について
すべて『法人企業統計年報』（各号）の項目である。
（3）利潤分配率について
雇用者所得は， 「経済活動別国内総生産および要素所得」より。
雇用は， 「労働力調査」（就業者数）及び「給与・労働時間」 （総実労働時間数〔常用労
働者一人平均〕）より。
貨幣賃金率2 について
「給与・労働時間」（現金給与総額〔常用労働者一人平均〕）より。
(4)利潤分配率について
すべて， 『法人企業統計年報』（各号）の項目である。
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